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日本が世界一の長寿国であることはすでに周知の事実であるが，この長寿による人口の高齢
化に伴い死亡原因も大きく変化し，昭和56年以降，死因の第１位はがんである。がん対策は高
齢化社会での重要な保健政策課題であり，なかでも，がん検診の受診率を向上させることは早
期発見・早期治療を行う上で非常に重要になってきている。本研究では，がん検診の受診行動
に影響を与える要因について質問票による調査を実施し分析を行った。
横浜市在住の40～69歳の男女3,000人を対象に無記名自記式による質問票調査を行った。調

査実施期間は平成18年２～３月であり，この間に調査票の配布，回収を行った。本研究では40
歳代の回答率が30％に届かなかったため，50・60歳代の回答について分析を行った。50・60歳
代への質問票送付は2,000通で，21通があて先不明等にて返送，611人より回答を得た（回答率
30.9％）。主な調査項目は，1)がん検診の受診経験，2)病気の予防に対する責任，3)病気の予
防に支払える金額，4)がん検診を受診する際の受診行動に影響を与える因子（コンジョイント
分析）である。本調査では，検診場所，自己負担額，検診の所要時間，検診の信頼性を受診行
動に影響を与える因子として設定し分析した。
1)がん検診の受診経験は，年１回受診（35.8％），数年に１回受診（30.3％），受診経験なし
（33.2％）であった。2)病気の予防に対する責任について，責任者を個人･行政（市町村）･国
の３者に分け，全体で100％になるように回答を求めた。個人の責任が50％と回答した人が
24.5％と最も多く，次いで60～70％と回答した人が21.3％だった。3)世帯全体で１年間に病気
の予防に支払える金額を尋ねた結果，１万円以上５万円未満との回答が，最も多く43.7％で
あった。4)仮想状況でのがん検診受診希望を質問した結果，がん検診の受診行動に影響を与え
る因子は検診にかかる時間と費用であった。
病気の予防は個人の責任で行うべきとの回答者が多い反面，がん検診に費用や時間をかける

ことができないという回答が多かった。このことを踏まえ，住民にとって受診行動を起こしや
すくなるような検診システムを構築し受診率を向上させることが，早期発見・早期治療のため
の課題のひとつであると考えられる。

がん検診，受診率，質問票調査，受診行動，コンジョイント分析

Ⅰ

日本が世界一の長寿国であることは，すでに

周知の事実であるが，高齢化に伴い死亡原因も
大きく変化してきた。主な死亡原因の年次推移
をみてみると，昭和56年以降，死因の第１位は
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がん（悪性新生物）であり，平成17年では全死
亡原因の30.1％を占め，およそ３人に１人がが
んで死亡したことになる1)。そのため，がん対
策は高齢化社会での重要な保健政策課題である。
主ながん予防対策には，１次予防として「がん
にならないための対策」と，２次予防として
「早期にがんを発見する対策」の２つがある。
喫煙・飲酒・野菜の低摂取・肥満などががん発
生の危険因子と言われており，これらの生活習
慣の改善が１次予防の大きなテーマとなってい
る2)。また，２次予防としては，市町村や職域
でのがん検診，人間ドックなどが行われている。
しかし，平成16年度地域保健・老人保健事業報
告によると，がん検診の受診率は，胃がん検診
12.9％，肺がん検診23.2％，大腸がん検診17.9
％，子宮がん検診13.6％，乳がん検診11.3％と
なっており，非常に低い割合にとどまっている。
また，平成10年度からの受診率の推移をみても
ほぼ横ばいである3)。海外でのがん検診受診率
は，乳がん検診の場合，２年間で米国では74.7
％4)，英国では75.2％5)と高い水準となってお
り，わが国における受診率の低さは際立ってい
る。さらに，将来のがん検診の受診希望に関す
る研究では6)，将来がん検診を受診したいと回
答した人は，過去にがん検診を受診したことが
あると回答した人が多くなっており，がん検診
の受診行動には，過去の受診経験の有無が大き
く関与しているとの報告もあり，未受診者への
対策が課題として上げられる。
早期発見・早期治療を行う上で，がん検診の

受診率を向上させることはたいへん重要なこと
である7)が，がん検診受診率を向上させるため
には，受診行動に影響を与える要因について分
析することが必要である。本研究では，受診率
を向上させるようながん検診システムの構築を
目的として，がん検診の受診行動に影響を与え
ると思われる要因について質問票による調査を
実施し，分析を行った。

Ⅱ

平成18年２月１日現在で神奈川県横浜市に在
住する40～69歳の男女（平成17年１月１日現在
男性464,762人，女性468,729人8)）から3,000
名を男女半数ずつ各行政区ごとの人口数に比例
した確率で抽出（確率比例抽出法）し，無記名
自記式による質問票調査を実施した。調査依頼
状および質問票を平成18年２月23日に発送し，
同年３月31日までに返送された質問票について
集計を行った。

年齢，性別，収入などの基本属性，家族のが
んの既往歴，がん検診の受診経験，病気の予防
に対する責任の所在，病気の予防に対し支払え
る金額や仮想状況でのがん検診の受診希望につ
いて回答を得た。「病気の予防に対する責任」
では，「個人」「行政（市町村）」「国」の３者に
責任分担者を分け，全体で100％になるように
回答を求めた。また，「病気の予防に対し支払
える金額（１年当たり）」では，１万円未満，
１万円以上５万円未満，５万円以上10万円未満，
10万円以上の選択肢の中から，世帯全体で支払
える金額を選択するよう回答を求めた。「仮想
状況でのがん検診の受診希望」では，後述する
コンジョイント分析法で得られた10種類の仮想
状況を提示し，それぞれの条件の組み合わせに
対して，受診希望を５段階評価で得た。

がん検診の受診経験と各基本属性などとの群
間の解析にはχ2検定を用い，各項目間の調整済
み標準化残差を求め，がん検診の受診経験と各
属性の関連の検討を行った。調整済み標準化残
差とは，実測度数と期待度数の差（残差）をそ
の標準誤差の推定値で割った値であり，結果は
標準偏差を単位として平均より上（プラス）ま
たは下（マイナス）で表示される9)。すなわち，
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で表すことができ， は調整済み標準化残差，
は実測度数， は期待度数， ･は第 行目の
合計 ， ･は第 列目の合計 ， は総合計で
ある。
仮想状況の評価については，コンジョイント

分析法を用いて解析を行った。コンジョイント
分析法10)とは，アンケートなどの手法を用いて
「物」の好き嫌いなどの感覚的な情報を計測す
ることにより，その好き嫌いに影響を及ぼす
「物」の特徴について，個別の効果を検討する
ことが可能な分析方法である。この手法を用い
て，「がん検診」を受診する際の要因ごとの各
水準の部分効用値を求め，相対重要度を推定す
ることができる。本研究では，がん検診の受診
に影響を与えると思われる要因として，検診場
所，自己負担額，検診の所要時間，検診の信頼
性の４要因について検討を行うこととした。各
要因の水準には，検診場所として検診センター
と身近な検診場所のダミーとして自宅を上げた。
負担額としては，5,000円および20,000円を選
択肢とした。所要時間としては， １時間，２
時間，４時間の３水準を選択肢とした。信頼性
としては，普通および高いとした。これらの４
要因の組み合わせごとにがん検診の受診希望を
回答してもらう場合，全部で24通りの組み合わ
せ に つ い て 検 討 す る 必 要 が あ る が，

（直交計画）を用いることによ
り，組み合わせの数を大幅に少なくすることが
できる。 とは，ある属性と他
の属性のそれぞれの水準が，お互いに同回数ず
つバランスよく現れるような組み合わせになる
ものを言う10)。本研究では10通りの組み合わせ
から検討することが可能となる。この水準の組
み合わせのことを と呼ぶ。それ
ぞれの ごとに５段階評価（受診
を希望する，まあまあ希望する，どちらともい
えない，あまり希望しない，希望しない）から
希望の受診状況を選択してもらい，各要因の重

要度を各水準間の効用の範囲の比率から求める
ことができる。この場合の推定式は，

＝
( － )

Σ
＝1
( － )

となる10)11)。 は最も部分効用値が大きい
水準の部分効用値， が最小値であり，こ
の第 要因の重要度が で表される。なお，ｎ
は属性の数である。
統計解析には， を
使用した。

今回の調査は，横浜市の住民基本台帳より確
率比例抽出法を行い選別した住民に対し，無記
名自記式によって回答を求めたが，作成した郵
送用住所ラベルの複製は作成せず，質問票発送
後には個人情報に関する項目は，研究者サイド
では一切保管しないよう配慮した。本研究は横
浜市立大学医学部倫理審査会の承認を受けたの
ち実施した。

Ⅲ

今回の調査では，がん検診の対象と考えられ
る40～69歳の住民に対して調査を実施したが，
40歳代での回収率が上がらず30％に届かなかっ
た。このため，今回の調査の分析は，50・60歳
代に関する調査結果のみをまとめた。50・60歳
代への配布2,000通のうち，転居等により配布
困難な例が21件（全体で31件だったので，各年
代均等と仮定）あり，最終的な配布数は1,979
通，回収数は611通（回答率30.9％）であった。

回答者の性別は，男性289人（47.3％），女性
322人（52.7％）であった。職業別に比較する
と主婦が234人（38.3％）と最も多かった。家
族のがん既往歴では，「がんになった家族がい
る」と回答した人は，362人（59.2％）であっ
た。病気の予防に対し世帯全体で支払える金額
では，「１万円以上５万円未満」が最も多く267
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調査項目 人数（％）

性別
男性
女性
職業
従業員29人以下の企業
従業員30～999人の企業
従業員1,000人以上の企業
公務員
自営業
主婦
無職
その他
無回答
家族のがん既往歴
がんになった家族がいる
がんになった家族はいない
無回答

１万円未満
１万円以上５万円未満
５万円以上10万円未満

無回答
世帯全体の昨年の年収（税込み）
300万円未満
300万円以上600万円未満
600万円以上900万円未満
900万円以上1200万円未満
1200万円以上
無回答

がん検診の受診経験（人数，（ ）内残差＊）

年１回 数年に１回 なし

χ2検定
Ｐ値

性別
男性
女性
職業
従業員29人以下の企業
従業員30～999人の企業
従業員1,000人以上の企業
公務員
自営業
主婦
無職
その他
予防に対する個人の責任割合
40％以下
50％
60～70％
80～90％
100％

１万円未満
１万円以上５万円未満
５万円以上10万円未満
10万円以上

病気の予防に対し世帯全体で支払える金額

世帯全体の昨年の年収(税込み)
300万円未満
300万円以上600万円未満
600万円以上900万円未満
900万円以上1200万円未満
1200万円以上

注 1) ＊調整済み標準化残差
2) χ2検定はがん検診の受診状況と各項目間で行った。

10万円以上

病気の予防に対し世帯全体で支払える金額
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人（43.7％）であった。また，世帯全体の昨年
の年収では，「300万円以上600万円未満」が199
人（32.6％）と最も多かった。

がん検診の受診経験は，「年１回」受診して
いるとの回答者が219人（35.8％），「数年に１
回」との回答者が185人（30.3％）で，がん検診
を受診したことがないとの回答者が203人
（33.2％）であった。この「がん検診の受診経
験」と性別，職業，病気の予防の責任，病気の
予防に対し世帯全体で支払える金額，世帯全体
の昨年の収入との関連を検討した。
性別との関連では，年１回のがん検診の受診
経験は男女間に差はほとんど認められないが，
男性は，受診経験なしが女性よりも多く，数年
に１回の検診では，女性の割合が高くなってい
ることがわかった。
職業別にみてみると，1,000人未満の企業の

従業員と主婦では，「年１回」がん検診を受診
する割合が少ない傾向が観察
された。しかし，主婦の場合
は，「受診経験なし」は少な
く，「数年に１回」は受診す
るという割合が高いのに対し
て，30～999人の中小企業の
従業員では，受診したことが
ない割合が高かった。従業員
1,000人以上の企業では，「年
１回」の受診の割合が高かっ
た。
病気の予防に対する責任を
検討した結果，個人の責任が
60～70％（市町村と国の責任
は30～40％）と回答した群で
は，「年１回」がん検診を受
診している割合が高くなって
いた。個人の責任が100％
（市町村や国の責任なし）と
回答した群では，がん検診を
受診したことがない割合が大
きくなっていた。
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PLANCARD

受診希望人数（人数，（ ）内％）

検診場所 自己負担額 所要時間 信頼性 希望する まあまあ
希望する

どちらとも
いえない

あまり希
望しない

希望
しない 無回答 総数

自宅 １時間 普通
自宅 ２時間 普通
自宅 ４時間 高い
自宅 １時間 普通
自宅 １時間 高い
自宅 ２時間 普通

検診センター １時間 普通
検診センター ２時間 高い
検診センター １時間 高い
検診センター ４時間 普通

注 とは，コンジョイント分析を行うための より作成される各属性の組み合わせのことである。

注 がん検診の受診経験なしと回答した総数は，203人であった。
そのうち，受診したことがない理由を複数回答可で回答。
（ ）内は％

注 1) 経験あり:がん検診の受診経験あり，経験なし:がん検診の受診経験なし，時間
なし：受診する時間がない，面倒：受診することが面倒くさい，不要：がん検診
は不要，知らない：がん検診の受け方を知らない
2) ( )内は回答者の評定値とコンジョイントモデルによる予測値との相関係数
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病気の予防に対し世帯全体で支払える金額ご
とに検討してみると，「１万円未満」では受診
経験なしが多くなっており，「１万円以上５万
円未満」では，数年に１回受診している人が多
かった。
世帯年収ごとに検討してみると，年収300万

円未満の群では，「年１回」受診している割合

は低く，受けたことがない人が多くなっていた。
年収1200万円以上では，「年１回」受診してい
る割合が高く，受診したことがない人は少な
かった。

より得られた
ごとの受診希望結果を に示す。10種類の各
要因の組み合わせの中で，「希望する」が最も
多かったのが，「検診センター・5,000円・２時
間・信頼性高い」の組み合わせであった。この
結果をもとに，がん検診を受診する際にどの要
因が受診行動に強く影響するか相対重要度を求
めた。検討した属性は，回答者全員，がん検診
の受診経験あり・なし，さらに，受診経験なし
のうち受診しなかった理由 として回答

が多かった①受診する時間がない，
②受診することが面倒くさい，③
がん検診は不要，④がん検診の受
け方を知らないの４項目について
も個別に検討を行った。属性ごと
の相対重要度を に示す。全体
では，受診行動に影響を与える要
因は，自己負担額と検診時間であ
り，検診場所の影響は他の要因に
比べて大きくないことがわかる。
がん検診の受診経験の有無では，
要因ごとの相対重要度はほぼ同じ
であったが，がん検診の経験がな
い理由別では，その相対重要度に
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違いがあった。「受診する時間がない」「受診す
ることが面倒くさい」と回答した群では，自己
負担額の影響が大きくなっていた。「がん検診
は不要」と回答した群では，検診時間が最も影
響があり，「がん検診の受け方を知らない」群
では，どの要因もほぼ同程度の影響度だった。
各要因の水準ごとの部分効用値は，回答者全

員では，検診場所は検診センターの部分効用値
が0.279，自宅の部分効用値は－0.279であり，
検診センターの方が好まれることがわかった。
負担額では，5,000円（部分効用値：0.504），
20,000円（－0.504），検診時間では，１時間
（0.290），２時間（0.205），４時間（－0.494），
検診の信頼性では，高い（0.388），普通（－
0.388）であった。他の属性の場合も好まれる
水準は同じであった。

Ⅳ

性別とがん検診の受診状況の関連では，男女
間で差がみられた。男性は，年１回受診するか
まったく受診しない群に分かれており，どちら
かと言うと受動的にがん検診の受診をとらえて
いるように思われる（企業などに所属している
人はその企業で受診を行うが，自営業などの人
は受診を積極的に行わない）。女性の場合，職
業が主婦との回答者が多く，がん検診の受診は
能動的に行わないと受けることができないが，
毎年は受けなくても数年に１回は受けるように
しているようである。
職業とがん検診の受診状況の関連では，従業

員が1,000人以上の企業や公務員など福利厚生
がしっかりと行われていると思われる企業では，
年１回程度がん検診を受診する割合が他の職業
よりも高くなっていることがわかった。従業員
が1,000人未満の企業では，がん検診を毎年受
診する人は少なくなっており，職員の健康管理
に企業間格差が生じていることがうかがえる。
厚生労働省の事業所別がん検診の実施状況でも
企業間格差があることがわかっている12)。さら
に，市町村で行う検診の対象者になると思われ

る職業の回答者では，自営業では，がん検診の
受診経験なしが多かったのに対し，主婦では毎
年は受診していないが，数年に１回は受診する
という回答が多かった。自営業の場合には，検
診を受診するための時間的拘束などの問題があ
るのではないかと推測することができる。
病気の予防の責任とがん検診の受診経験の関
連をみた場合，「100％個人の責任」と回答した
群では，「がん検診の受診経験なし」と回答し
た人が有意に高いことがわかる。これは，「病
気の予防をどのように行うかは個人個人が考え
る問題であり，検診の受診も個人の意思によっ
て決定するものである。その結果，検診を受診
したことがない」ということかもしれない。し
かし，「100％個人の責任」と回答している人を
職業別で検討してみると，従業員30人以下の企
業と自営業の人が多く，所属機関が積極的にが
ん検診を行っていないと予想される人たちで
あった。自分の健康は自分で守るしかないと考
えているのかもしれない。また，個人の責任は
60～70％と回答している群が年１回受診と回答
している割合が高くなっている。回答者の職業
をみた場合，従業員1,000人以上の企業に勤め
ている人が多い。ある程度の自己責任の上に国
や市町村などの公的な機関の責任（から所属す
る企業が検診を義務化）と考える人が，がん検
診を受診していると考えられる。
高齢化や生活習慣の変化により生活習慣病や
がんなどの疾患が増えており，これらの疾患の
予防対策を行うプロジェクトがいろいろなとこ
ろで実施されている。しかし，病気の予防を行
うには，その本人の積極性も大きく関与する。
そこで，今回の調査では，病気の予防のために
世帯全体で年間に支払える金額とがん検診の受
診状況の関連を調べた。１万円未満では，受診
経験なしが多く，１万円から５万円未満では，
数年に１回が多くなっていた。世帯当たりの支
払い額が５万円未満との回答が全体の約６割で
あり ，がん検診や基本健康診査などに
かかる費用を考えると，病気を予防するために
支払う金額としてはあまり高いとは言えず，が
ん検診を積極的に受診してもらうためには行政
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などの補助が重要であると考えられる。
年収との関連では，年収が高いほど，がん検

診を毎年受診する割合が高くなっていた。職業
とがん検診の受診状況を検討した結果，従業員
数が多い企業では年１回受診する率が高くなっ
ていたが，収入においても企業間格差があるた
めに年収と職業とはある程度の相関があると考
えられる。今回の調査では，職業が主婦との回
答者が約４割と多かったが，その年収の分布を
みてみると，全体の年収の分布とほぼ同じ比率
になっており，年収の多い世帯の主婦は，所属
する保健組合のがん検診の受診機会が，年収の
低い世帯の主婦に比べて高くなっていることが
示唆された。

コンジョイント分析の結果，がん検診を受診
する際の受診行動に影響を与える要因として，
自己負担額・検診の所要時間が重要であること
がわかった。検診場所については，それほど重
要ではなく，検診センターでも自宅でもどちら
でも特に問題にしないようである。今回の研究
では，検診センター以外のダミーとしての自宅
と検診センターの２者選択で検討を行ったが，
検診センターのような医療施設でなくても，検
診方法を正確に説明できるスタッフがいる施設
において，簡便に検診を行えるようにできれば，
今までがん検診を受診しなかった人に対しても
がん検診を受診してもらうことができるように
なるかもしれない。特に，現在行われている大
腸がん検診は便潜血検査で行われているところ
が多く，実際には家庭で便を採取し検診セン
ターなどへ持参しており，簡便で費用も安い検
診である。しかし，平成16年度の受診率は17.9
％と低い3)。がん検診の評価判定でも検診によ
る死亡率減少効果があるという十分な根拠があ
ると言われている検診でもあり13)，もっと大勢
の国民が受診できるような体制を取れば，受診
率も向上しがんの死亡率減少効果にもつながる
と考えられる。

本研究では，がん検診を受診してもらうため
の対策を検討するために住民の意識調査を行っ
たが，がん検診の推奨の是非が不確かな検診も
存在し，すべてのがん検診を受診することが早
期発見・早期治療につながるかは不明である。
乳がん検診の場合，日本では視触診主体に行わ
れてきたが，その評価に疑問が出てきており14)，
マンモグラフィと視触診との併用でのがん検診
の導入が進んでいる。アメリカ・イギリスにお
いては，マンモグラフィを用いた検診を推奨し
ており受診率も70％を超えている4)5)。どのよ
うな啓蒙活動を行って受診率を向上させている
のかを研究し，日本に応用できるかを検討する
ことも一案だと考えられる。一方，アメリカで
の研究では，利益と害の両面からバランスの取
れた（過剰検査や過剰治療を受けるリスクを低
くする）受診が現在の課題であるとの報告もあ
る15)。今後，がん検診の受診率の向上のみでな
く，どの検診を受診すべきかなどの個別の検討
も重要であると思われる。
今回の研究では，匿名性を高めることや不快
感を最小限にするために催促状をださないなど
の配慮をしたこともあり，回収率が非常に低く
なった。このような研究での無記名での調査で
の限界を感じている。また，コンジョイント分
析において，各 の回答者に占め
る無回答者が，最高で29.3％（３人に１人）最
低でも19.6％（５人に１人）と多くなっており，
無回答率の高さが結果に影響を与えている可能
性が否定できない。今後は面接法を導入するな
ど，新たな調査方法に関してもさらなる研究が
必要であると考える。

Ⅴ

病気の予防は個人の責任で行うべきとの回答
者が多い反面，がん検診に費用や時間をかける
ことができないという回答が多かった。このこ
とを踏まえ，住民にとって受診行動を起こしや
すくなるような検診システムを構築し受診率を
向上させることが，早期発見・早期治療のため
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の課題のひとつであると考えられる。

本研究にご協力いただきました横浜市民の皆
様に心からお礼申し上げます。本研究は，文部
科学省科学研究補助金による基礎研究 「家庭
での新たな採血法を用いたがん郵送スクリーニ
ング手法の開発（課題番号：17390195）」の助
成により実施したものである。
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